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内航海運暫定措置事業等に係る政策評価について（中間報告）（案） 
 

平成 13 年 12 月 10 日 
 

はじめに 
 
政策評価実施の背景・趣旨及び内航海運暫定措置事業等を対象として実施す

る趣旨を説明。 
 
 
１．政策評価の対象について 
  
（１）政策評価の対象となる施策 

 
    内航海運暫定措置事業（以下「暫定事業」という。）について政策評価

を実施する。 
加えて、スクラップ・アンド・ビルド方式による船腹調整事業（以下

「船調事業」という。）についても、暫定事業の導入の前提となった事業

であり、同事業との比較を行う等の観点から政策評価を行うこととする。 
 
（２）政策評価の対象となる施策の概要 
 
① 内航海運については、内航海運組合法に基づき、競争が正常の限度を

超えて行われているため、内航海運業者の事業活動に関する取引の円滑

な運行が阻害され、その相当部分の経営が著しく不安定となっている場

合は、海運組合において組合員の保有船腹の自主的な調整を行うことが

できることとされており、こうした調整事業について国土交通大臣の認

可を受けたときは、独占禁止法の適用除外とされている。 
 
② 船調事業については、引当比率の設定を通じた船腹の解撤量と建造量

の調整を内容としており、昭和 40 年に設立された日本内航海運組合総連

合会（以下「内航総連」という。）によって、41 年から平成 10 年 5 月ま

で内航海運の船腹過剰対策として継続的に実施されていたものである。 
船調事業の実施の結果、船舶の建造に一定のスクラップ（引当資格）を

必要としたため、所要の引当資格を自前で用意できない場合は他者の所

有する引当資格を購入しなければならないという事情により、船舶本体

の売買に附随して、一定の財産的価値を有するものとして、いわゆる引

当資格が副次的に発生することとなった。 
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③ しかしながら、平成 10 年 5 月、内航海運の活性化を図るため、競争制

限的との批判が強かった船調事業を解消し、これに伴うソフトランディ

ング策として暫定事業を導入した。暫定事業は、内航総連が実施主体と

なり、保有船舶を解撤等した者に対して一定の交付金を交付するととも

に、船舶建造者から一定の納付金を納付させること等を内容とする事業

であり、法的には船調事業と同じく内航海運組合法に基づく調整事業で

ある。また同事業は、交付金の交付を 15 年間実施し収支相償った時点で

終了することとされている。 
行政の取組みとしては、内航総連が事業実施のため運輸施設整備事業団

（以下「事業団」という。）、商工中金及び民間金融機関から借り入れる金

額のうち、事業団が民間金融機関から借り入れるものについて政府保証措

置を講じているところである。 
   
 
２．政策評価の対象となる施策の政策目的について 
 

政策評価の実施に際しては、その対象となる施策の目的に応じて評価内容

も影響を受けるため、まず当該施策の政策目的を明確化した上で、評価の観

点、具体的評価項目の設定等を行うこととする。 
 
（１）スクラップ・アンド・ビルド方式の船腹調整事業 
 

①  内航海運においては、昭和 20 年代後半以降、その時々の経済動向を

反映し、好況期には輸送需要の増加による船腹需給のひっ迫から船舶の

新建造が盛んに行われ、また、低迷期には船舶の輸送力調整が困難であ

ること等から過剰船腹状態に陥るという状況を繰り返していた。 
 
②  これに対し、昭和 38 年 4 月、当時の内航海運業界における中小零細

事業者の乱立による過当競争の激化、過剰船腹の深刻化等の状況を受け

て、運輸大臣の私的諮問機関として「内航海運問題懇談会」が設置され

諸問題について検討を重ねた結果、同年７月、内航船舶の船腹の調整を

全国的事業者組織を設立の上実施すること等を内容とする意見書がと

りまとめられた。 
 

③  昭和 39 年 7 月に小型船海運業法及び小型船海運組合法を改正し、内

航海運業法及び内航海運組合法が施行され、これにより、内航海運業者

の組織化が急速に進められ、同年 12 月に内航総連が設立された。内航

総連は、内航海運問題懇談会意見書等に基づき、内航海運組合法第８条

第１項第５号（組合員が保有する内航運送の用に供される船舶の船腹の
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調整）に規定する船腹の調整を自主的に実施するため、スクラップ・ア

ンド・ビルド方式を内容とする調整規程を定め、昭和 41 年 6 月、運輸

大臣の認可を受け、これ以降、平成 10 年 5 月まで船調事業が実施され

ることとなったものである。 
 

④  したがって、船調事業の政策目的については、こうした船調事業の導

入に係る一連の経緯等を踏まえ、船腹需給の適正化による船腹過剰の抑

制と設定することが適当である。 
 
 
（２）内航海運暫定措置事業 

 
①船調事業の解消に至る経緯 

 
１） 昭和 63 年 12 月、行政改革審議会による「公的規制の緩和に関す

る答申」において、「内航海運業の船腹調整について、船腹量の需給

動向等を勘案し、可能な船種について解撤比率の緩和を図るととも

に、今後、船腹調整に係る公的依存からの脱却に向けて、構造改善

等の積極的推進を図る。」とされ、船調事業に対する規制緩和の方向

性が示された。 
 
２） 平成 4 年 3 月の海運造船合理化審議会（以下「海造審」という。）

の答申「今後の内航海運対策のあり方について」において、「中長

期的には船腹調整制度への依存を解消し得るような事業体質の強化

を図る。現時点においては、同制度の機動的、弾力的運用を前提と

して、当面の維持存続を図る」とされた。 
                      

３） さらに、平成 6 年 7 月の閣議決定「今後における規制緩和の推進

等について」では、国内経済をめぐる環境の急激な変化を踏まえ、

経済政策の基本を市場原理と自己責任に立った経済社会の実現に置

くこととして、船調事業等個別法による独占禁止法適用除外カルテ

ル制度等については、「５年以内に原則廃止する観点から見直しを行

い、平成 7 年度末までに具体的結論を得る。」こととされた。 
   
４） これを踏まえ、平成 7 年 6 月の海造審答申「今後の内航海運対策

について」において、法律上の船腹調整制度は船腹過剰時のセーフ

ガード（緊急避難措置）として維持存続を図る一方、現在の船調事

業は見直すものとするとされ、見直しに当たって配慮する点として、

投機的な船舶建造を防ぐ「一定の船腹需給の適正化措置」、船主経済



 4

の混乱を避けるための「激減緩和措置」、運賃及び用船料に係るコス

ト負担の適正化措置等が指摘された。 
 
５） その後、規制緩和の実施状況の監視等を行うことを目的として設

置された行政改革委員会による、平成 7 年 12 月の「規制緩和の推進

に関する意見」において、船調事業については、「荷主の理解と協力

を得ながら、構造改善の抜本的な推進による経営基盤の強化、内航

海運業界による債務保証業務の実施等、船腹調整事業の計画的解消

に向け直ちに取り組むこととし、その環境整備の施策内容及びスケ

ジュールを速やかに具体化しながら鋭意推進すべきである。」と指摘

された。これに続き、平成 8 年 3 月には、船調事業については「荷

主の理解と協力を得ながら５年間を目途に所要の環境整備に努め、

その達成状況を踏まえて同事業への依存の解消時期の具体化を図

る」ことを内容とする閣議決定（「規制緩和推進計画の改定につい

て」）が行われた。 
 

   ６） その後、運輸省（当時）は、平成 8 年 12 月、競争の促進により交

通運輸分野における経済活動の一層の効率化、活性化を図るため、

需給調整規制を原則として概ね３年ないし５年後を目標期限として

廃止する方針を決定し、船調事業については、「その解消を前倒しの

方向で検討する。」こととした。 
      さらに、この内容は平成 8 年 12 月の閣議決定「経済構造の変革と

創造のためのプログラム」に反映され、続く平成 9 年 3 月の閣議決

定「規制緩和推進計画の再改定について」においては、船調事業に

ついて「荷主の理解と協力を得ながら４年間を目途に所要の環境整

備に努め、その達成状況を踏まえて同事業への依存の解消時期の具

体化を図ることとするが、同事業の解消の前倒しにつき中小・零細

事業者に配慮しつつ引き続き検討する。」とされた。 
    
   ７）  こうした船調事業の解消に係る様々な取組みを受け、平成 9 年 8

月より同事業の解消問題の今後の進め方に関し、海造審内航部会に

おいて検討を行った結果、平成 10 年 3 月に報告書「内航海運船腹調

整事業を解消するための方策について」を取りまとめ、この中で、

船腹調整事業を解消し、これに伴い暫定事業を導入することとされ

た。 
      その後、この報告書を受けて、平成 10 年 3 月、「内航海運業にお

ける船腹調整事業については、できるだけ短い一定期間を限って転

廃業者の引当資格に対して内航総連が交付金を交付する等の暫定措

置事業を導入することにより、現在の船腹調整事業を解消する。」旨



 5

の閣議決定「規制緩和推進３ヵ年計画」が行われた。 
 

８） なお、平成 12 年 3 月の閣議決定「規制緩和３カ年計画（再改訂）」

においては、「平成 15 年度の交付金の単価見直しの際、事業収支を

勘案しつつ、できる限り単価を低く抑える方向で検討すること」と

されているところである。 
    

（参考）海造審内航部会報告書「内航海運船腹調整事業を解消するた

めの方策について」（平成 10 年 3 月）より抜粋 

 
１）暫定事業の背景 

・ 内航海運事業者の事業経営に悪影響が発生し国内物流

の安定的確保に支障をきたすおそれ  
・ 内航海運業や小型造船業などの内航海運関連産業が基

幹産業としての役割を果たしている特定の地域の経済

全体への影響 
 

２）暫定事業の効果 
・ 船舶建造の自由度の高まり 

         ・ 船舶の近代化の促進 
         ・ 船腹過剰の解消の促進 
 
 

②政策評価の前提となる政策目的 
 
    以上のような船調事業の解消、暫定事業の導入の経緯等を踏まえ、政

策評価の前提となる政策目的を以下のとおり設定することが適当である。 
      

１）内航海運市場における公正で自由な競争環境への移行 

 
      船調事業の解消の結果、船舶建造の自由度が高まることから、市

場原理と自己責任の考え方の下、事業者間における競争の促進が図

られることとなる。また、暫定事業においては、かつて船調事業の

下で船舶建造に引当資格を必要とした船舶と、それ以外の船舶との

間の資金コスト面の競争条件の公平化を図る観点から、交付金単価

を漸減させ、引当資格を段階的に解消させることとなっている。  
したがって、暫定事業については、こうした公正かつ自由な競争

を促進するための環境の形成が重要な政策目的であるとともに、こ

の環境整備を１５年間にわたり段階的に実施することにより、引当
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資格の解消に伴う内航海運業及び地域経済への経済的影響の緩和に

も資するものである。 
 

２）船腹過剰の解消と船舶の近代化の促進 

    
      内航海運市場は、経済の長期低迷や産業構造の変化に伴って輸送

需要が伸び悩み、船腹過剰傾向が容易に解消しない状況に置かれて

いる。また、内航輸送の効率化・合理化を通じたコスト競争力の向

上、モーダルシフトの推進等にあわせて船舶の近代化を更に促進し

ていくことが求められている。このため、暫定事業については、そ

の推進を通じて船腹過剰の解消と船舶の近代化の促進を図ることは

重要な政策目的である。 
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３．政策評価の観点と方法 
 
（１）施策の必要性に係る評価 
 

ここでは、【現在の当該施策の進め方に係る妥当性】（【】は設問の案）につ

いて政策評価を行うこととする。 
 
項目 設問例 主な指標、留意点等 

ｲ.社会的ニーズの存在・内容 
【船調事業の弊害の検証】 
【暫定事業がなかった場合

の影響の大きさ】 
【当時の船腹需給の状況】 
 
 
 
 

 
（★：一部で計量的分析を実施。以下同様。） 
・引当資格の意義 
・引当資格取引価格データ 
・内航海運事業者の財務指標（オーナー、オペ

レーター） 
（地域経済への影響） 
・地域集中度 
・船どころ地域データ 
（船腹過剰の存在） 
・過剰率（適正船腹量データ） 
・運賃・用船料データ 

ﾛ.当事者からの要望 
【事業者等当事者からのニ

ーズはあったか】 

 
・海運組合の意見 
・荷主の意見 
・内航海運事業者アンケート自由回答結果のま

とめの活用 

1)ニーズの妥

当性 
 

ﾊ.反論の可能性 
【ハードランディングの方

が良かったか】 

 
 

2)行政関与の

在り方 
 

ｲ.関係者の役割分担の妥当

性 
【内航総連が事業主体であ

ることの妥当性】 
・事業主体としての内航総

連の役割 
・行政の関わり方 

 
 
・船調事業の解消、暫定事業の導入等の経緯 

ﾛ. 事業実施形態の妥当性 
【建造者以外の負担も含め

た検討の必要性】 

 
・法的枠組み 

 
 

ﾊ.反論の可能性 
【引当資格に対して、直接

経済的措置を講ずるべき

だったか】 
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（２）施策の有効性に係る評価 
 
  ここでは、【政策の具体的効果】について政策評価を行うこととする。 
 
項目 設問例 主な指標、留意点等 
1)効果（成果の

発現状況） 
【例えば以下の観点から政

策効果が上がっている

か】 
・事業自体の進捗状況 
・事業者、地域経済への経

済的影響の緩和 
・船腹過剰の解消 
・船舶近代化の推移 
・モーダルシフト 

・交付金・納付金の状況等暫定事業の諸指標 
・事業者の経営指標 
・事業者の倒産件数 
・地域の経済指標（有効求人倍率など） 
・過剰率（適正船腹量との乖離）の推移 
・平均総トン数、平均船齢の推移 
・モーダルシフト対応船舶の建造状況 
・運賃・用船料水準 
 
 

2)外部要因の

影響 
【一般的経済状況等外部要

因の影響の検証】 
・上記について外部要因の影響度の評価 
・暫定事業対象船舶・暫定事業対象外船舶の比

較 ★ 
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（３）施策の効率性に係る評価 
 

ここでは、政策の効果があがっているとした場合【行政、事業者等関係者

が負担する費用に対して政策目的の効果（便益）は見合ったものとなってい

るか】について政策評価を行うこととする。 
 
項目 設問例 主な指標、留意点等 
1)代替ケース

との比較 
 
 

【比較の視点から、費用と

効果（便益）の関係の検

証】 

・費用対効果（便益）について下記 2)の指標に

ついて以下の視点で評価する。★ 
（３つの視点） 
ａ．船調事業を解消し、暫定事業を実施しない

場合との比較 
ｂ．船調事業を継続していた場合との比較 
ｃ．暫定事業対象船舶と暫定事業対象外船舶と

の比較 
 

2)費用対効果 ｲ.費用 
【事業に係る費用は行政、

事業者等関係者において

どの程度か】 
ﾛ.効果（便益） 
【事業に係る効果（便益）

は、例えば以下のような

項目についてどの程度か 
・公正で自由な競争環境へ

の移行 
・船腹過剰の解消、船舶の

近代化】 

 
・行政経費、金利、事務経費 
 
 
 
 
・暫定事業の諸指標 
・運賃・用船料水準 
・事業者、地域経済への経済的影響の緩和効果 
・生産性の向上 
 
 

 
 
４．まとめ 
 ・論点の整理 
 ・今後の施策実施に当たっての改善項目 等を記述。 
 
 


